
ＴＰＰ１１及び日ＥＵ・ＥＰＡに係る全面的な情報公開並びに両協定

の国内農林水産業等への影響に係る徹底した国会審議を求める意見書

資源の少ない我が国は、貿易立国として現在の豊かさを次世代に引き継ぎ、活力あ

る社会を継続していくために、アジア太平洋及び欧州地域において高いレベルの経済

連携を推進するとともに、これらの地域外の主要な貿易パートナーとの経済連携も推

進し、世界の貿易投資の促進に主導的な役割を果たす必要がある。同時に、経済連携

を進めるに当たっては、国内農林水産業及び関連産業、さらには地域経済に甚大な影

響を及ぼす可能性もあることから、どのような影響が生じるか、慎重の上にも慎重を

期して交渉、協約締結に臨む必要がある。

政府試算では、１１か国による環太平洋パートナーシップ協定（以下「ＴＰＰ

１１」という。）及び欧州連合（ＥＵ）との経済連携協定（以下「日ＥＵ・ＥＰＡ」

という。）の発効により我が国の実質国内総生産が約１３兆円押し上げられ、約７５

万人の雇用が生まれると推計されている一方、農林水産物の国内生産額はＴＰＰ１１

で最大１，５００億円減少し、日ＥＵ・ＥＰＡで最大１，１００億円減少すると試算

されており、我が国の農林水産業に大きなマイナスの影響が出るのではないかと懸念

される。

政府は、農林水産業の体質強化対策による生産コストの低減や品質向上、経営安定

対策等の国内対策により、農業生産額や農業所得が確保され、農産物の国内生産量が

維持されるとしているが、メリットである経済効果が全て現れるのは１０～２０年後

であり、デメリットの方が先行することになるおそれもある。

よって、国においては、ＴＰＰ１１及び日ＥＵ・ＥＰＡの合意に関する交渉経過等

について早期に全面的な情報公開を行うとともに、国内農林水産業や関連産業、地域

経済など幅広い観点から影響を精査し、徹底した国会審議を行うよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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